第6章　台湾

岸本　千佳司

民主進歩党の陳水扁総統は，2004年12月の立法院（日本の国会に相当）選挙で与党連合が過半数割れを喫して以来，議会対策に苦慮している。与党民主進歩党と最大野党の国民党との間には反目が続き，そのため税制改革を含む与党の議事日程の進行に困難が生じている。加えて，2005年12月に行なわれた「三合一選挙」（県市長，県市議会議員，郷鎮長の同時選挙）では，国民党が地すべり的勝利を収めた。すなわち県市長選挙では，民主進歩党がポスト数を現有の9から6に減らし，国民党は9から14へと大幅に増やした。県市議会議員選挙では，全議席数901のうち，民主進歩党が192議席，国民党が408議席，その他が301議席の獲得という結果となり，郷鎮長（町村長に相当）選挙では，全ポスト数319のうち，民主進歩党が35，国民党が173，その他が111となった。このような与党の敗北は，5年半の政権の実績に対する有権者の支持が得られなかったことや元総統府高官の汚職事件などの影響を受けたものと考えられるが，与党は内政や対中政策での戦略の練り直しを迫られることになった。なお対中関係については，2005年3月に中国が「反国家分裂法」を制定し，陳政権が反発を強めるなど，両与党間での対話は進まず，当面の間，緊張が続きそうである。他方で，国民党の連戦主席（当時）が2005年4月に訪中し胡錦濤国家主席と会談したのを始め，親民党や新党の主席も訪中し，台湾野党と中国政府との対話が進展した。国民党と共産党の両党トップ会談は，1945年に蒋介石と毛沢東が重慶会談を行なって以来60年ぶりのことである。

2005年の台湾経済は，前年に比べかなりの落ち込みを示した。実質GDP成長率は，第1～2四半期に3％以下にまで落ちたが（Taiwan Economic Data Center，various years），年の後半は持ち直したために通年では3.6％となる見込みである（表6.1）。このような経済全般の減速にもかかわらず，失業率は2002年の5.2％をピークに年々減少しており，2005年の1～11月期で4.2％となった。しかしながら，この値は，1986～2000年の3％以下というレベルを依然上回っている。

反対に，消費者物価指数（CPI）は2005年1～11月期で2.3％上昇し，1996年以来最大の上げ幅となった（表6.2）。この原因の1つとして世界的な原油価格の高騰があり，鉱物性燃料の輸入総額中のシェア急増に反映されている（表6.3）。この他，台風被害に起因する農作物価格の上昇，健康保険料の増加，医療費負担の増加などの国内的要因もある。他方で，貸出金利は低いままで（1.3％），GDPデフレータがマイナスの伸び率を保持していることから，デフレ圧力が継続していることが知られる。2006年の予測としては，実質GDP成長率は多少上がり4％強となり，消費者物価指数は2％を下回る見込みである。

現在，台湾政府が直面する最重要課題の1つに財政赤字削減がある。表6.2によれば，1991～96年と2000～03年において，財政収支赤字は対GDP比で3％を超えている。中央政府債務の対GDP比は，1990年代末には15％前後であったが，2000年から急増し，2003年以降は30％を超えるまでになった。2004年には財政収支赤字の比率は若干減少し，中央政府債務の比率も小幅の上昇に止まっていたが，2005年には後者の数値が再び相当の増加を見せた。近年の財政収支の悪化の原因の1つは，税収の対GDP比が2000年の19％から2001～04年の12～13％に激減したことが挙げられる。徴税能力の強化と税制に存する不公平性を是正するために，政府は税制改革を実施しようとしてきたが，議会で多数を占める野党の抵抗にあい，足踏みしている。他方，歳出の対GDP比は，2002～04年にかけて約21％と一定の水準を保っている。政府が大幅な歳出削減の実施ができずにいるのは，予算外支出やインフラ建設に加えて，政府が社会保障の整備に力を入れていることの結果である。

経常収支は，2005年1～9月期で黒字を保っているが，その数値は過去数年と比してかなり低い。財貨・サービスの輸入と所得支払の伸びが輸出と受取の伸びを上回っているためである（表6.2）。経常移転（純）も増加している。対外直接投資は，2004年には過去最高の71億米ドルに達し，対内直接投資額を差し引いた値も52億米ドルと高水準である。ただし2005年第1～3四半期では前年同期比で24％の減少を記録した（Republic of China, Central Bank of China，2005）。対照的に，証券投資は対外，対内とも直接投資を大きく上回り，2005年第1～3四半期には前年同期比で大幅な増加を記録した（それぞれ48％と101％）。

財貨の貿易では，2005年1～10月期において前年同期比で，輸出は8.0％，輸入は10.7％増加した（表6.3）。輸出入の双方で機械製品が最大の割合を占める。うち輸出については，かつて主要品目であった事務用・電算機器のシェアが，1999年をピークに急速に低下し，他方で，その他の品目はほぼ一定もしくは緩やかな上昇傾向を示している。輸入については，その他電気機器や一般機械のシェアが大きいが，1990年代末以降，これらを含む全品目でほぼ一定水準を保ち，事務用・電算機器でのみやや急激な低下を示している。要するに近年，機械製品のシェアは輸出入双方で緩やかな低下傾向を見せているが，その多くは事務用・電算機器の減少によっている。表6.4によれば，輸入先としては日本が最大で，米国，欧州工業国がそれに続く。輸出先としては，中国が2004年以降最大となり，それに香港（香港向け輸出の多くは中国を含む第三国へ再輸出される），米国，欧州工業国が続く。他のアジア諸国は，貿易相手としての重要性は一般に低いが，輸入において韓国が比較的大きなシェアを占めていることが目に付く。海外からの銀行借入残高では，欧州と米国が中心で，日本は相対的に低いシェアに止まっている。

日本との経済関係については，財貨の貿易が日本との取引の大部分を占める（表6.5）。日台間の貿易は，日本側の大幅な黒字で，時折，政治的摩擦の原因になってきた。貿易の内訳では機械製品が中心であり，近年では，日本の台湾への輸出の約半分，台湾からの輸入の5分の3を占めている。その他製品も輸出入の双方でこれに次いで重要であり，化学製品は日本から台湾への輸出において比較的大きなシェアを占める。台湾の対日直接投資は小さく，日本の対台湾直接投資は大きい。経済産業研究所の推計によると，台湾における日系企業は，2002年に10万人を超える従業者数を記録したが（表6.6），近年，急速な減少傾向を示している。日系多国籍企業は機械産業に集中しており，このことが両国間の貿易で機械製品が大きなシェアを占めることの背景にある。
PAGE  
68

